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【手続補正書】
【提出日】平成28年10月24日(2016.10.24)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】請求項１５
【補正方法】変更
【補正の内容】
【請求項１５】
　請求項１に記載の一般式（Ｉ）で表される化合物を製造する方法であって、
　下記の一般式（ＸＶ）もしくは（ＸＶＩ）で表される化合物
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【化７】

（ここで、Ａ３、Ａ４、Ａ５、Ａ６およびＸの定義は請求項１に記載されたものと同じで
あり、これらの基はいずれも、互いに同一の又は異なる、少なくとも１種の保護基ＰＧに
よって保護されていてもよく、Ｚ１はＧまたは請求項１に記載のＹであり、ＧはＨまたは
ＰＧである。）
　に、ＮＨ２－ＯＧ（式中、Ｇの定義は上記のとおりである。）を、適切な還元剤の存在
下ならびに任意で適切な塩基および／または触媒との存在下で反応させる工程、
　を含み、この工程後、
　Ａ７－Ｃ（Ｖ）ＬＧ３（式中、Ａ７およびＶの定義は請求項１に記載されたものと同じ
であり、ＬＧ３の定義は請求項１３に記載されたものと同じである）を用いてアシル化を
実行し、
　さらに、適宜、
　請求項１０に記載の反応も含めた一般式（ＩＩ）で表される化合物を一般式（Ｉ）で表
される化合物に変換するための反応のうち、少なくとも１種の反応を実行する、製造方法
。
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